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1. 複合輸送時代の船会社の選択
在来定期船とコンテナ船初期においては，荷主が直面する重大な意思決定
事項は船会社の選択であった。荷主企業には， 船会社と長期契約交渉を行
ぃ，決定を頻繁に行う煩雑さを避けようとする例もある。多くの荷主は全て
の輸送条件を取り決めたのち契約を結んでいる訳ではないため，利用可能な
輸送の選択肢を絶えず評価し直し，好ましい船会社を決めなければならなか
った。国際コンテナ輸送の成熟化時代に入り，荷主企業は船会社の選択では
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なくてコンテナ複合輸送業者の選択に迫られていると言える。従来の輸送機
関の選択問題は，陸上輸送モード，特に道路と鉄道に焦点を当てており，複
合一貫輸送の選択問題は寡聞にして知らない。
わが国の貿易における国際物流の船会社の選択の主体は，それが貨物輸送
の仲介者である商社にせよ，コンテナ貨物の製造業者が出荷者にせよ，荷主
企業が行っている。荷主の船社選択における重要な要因は「運賃が安い」，
「スケジュールが安定している」，「スペースの安定的確保」など定量的要因
だけでなく定性的要因も多く，また経済的，技術的要因に加えてエコロジ一
的ないし環境要因がある。
輸送サービスの選好問題に関して商品購入の用語を用いるならば，「一
見」，「浮動層」，「常連」の 3つの形態があろう。即ち，一見は輸送業者に馴
染みがなくこのサービスの新規利用者である。浮動層は，輸送サービスの利
用経験はあるが，特定の輸送業者と契約はしていない。常連は輸送業者の選
択の余地がなくほぽ自動的に行われる。北米航路では，同盟船社と SCを締
結している荷主は，比較的長期にわたり特定の船社を利用するのでこのよう
な形態と言える。東南アジア発の米国向け高級布地や衣服のように貨物によ
っては完全にサービスの差別化が認められ，多くの荷主は「常連」化してい
る。輸送サービスの選好には「浮動層」が認められ，彼らは選択肢を吟味す
るが，ある期間が過ぎると定常的に同一業者，もしくは一群の業者の中から
利用する「常連」に転移する。「一見」については，貨物輸送市場全体に占
める割合は比較的小さいものの，その重要度は増加しているようである。多
くの製造業者が市場拡大を求め，国際貿易に参加するにつれ，新たに国際物
流市場に参入するからである。
ここで輸送サービスの選好について無差別曲線による図的解釈を試みる。
図1に示すように縦軸を経済性，横軸を速度とする 2目的の選好要因により
荷主が船社を選択するものとしよう。荷主が，速くて安い輸送経路を願うと
すれば選好度は原点から右上に向かう方が高くなるだろう。 1',22', 33', 
44'などで表わされる右下がりの曲線群を無差別曲線と呼び， これらの線上
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図1 荷主の船社選好に見られる無差別曲線
では 2目的が相互にトレードオフ関係にあって価値が同等であると仮定す
る。 11'よりも22',22よりも33'，という順で選好度が高くなる。しかし船社
選択に際しては技術的，経済的，その他の制約により ABCDで表わされる
木の葉型の領域のみが選好空間として許容されるに過ぎない。この場合，最
適な選好は許容空間が無差別曲線44'と接する D点で与えられる。
顧客サービス水準の決定方法は単純ではないが，その評価には費用効果分
析が有効である。それは個々の顧客に対するサービス水準を増大する価値
（機能）をコスト増加に対比して測る。具体的には物流機能相互のトレード
オフによって有効な代替案をいくつか案出し，これらの良否を分析によって
決める。単ーモードの輸送機関の選択においても複数の評価基準のもとで行
われていると考えられるので，同一の荷主といえども何を基準に機関選択を
行っているかは時間的・場所的条件に応じて複合的な評価基準を持っている
ものと考えられる。
筆者らは北米向けコンテナ輸送において輸送時間と運賃別のデータが与件
として用意されているとき，様々なコンテナ輸送経路にに対する二目的最適
解を求める経路選択手法を提案した！）。 これらの図から時間と運賃が共に最
1)三木楯彦，今井昭夫，国際複合輸送の最適化の研究，海事産業研究所報， No.312, 
1992. 6. 
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小となる経路は存在しない。計算結果から例えば鉄鋼輸送の場合に19の経路
が求められた。パレート最適解（脚注）の集合には鉄鋼の場合は 6経路から成る。
これらの解集合の中からどの 1つを選び，利用するかという問題は意思決定
者である荷主の選好に委ねられる。例えば，運賃を重視するならば，できる
だけ運賃の安い経路を選択する。逆に，時間を重視するならば，できるだけ
時間の短い経路を選択する。納期を満たし，できるだけ運賃の安い経路を選
択する方法も考えられよう。
表1 パレート最適解の計算結果（鉄鋼）
No. I TIME（日数） lcosT(＄／トン） 1 経 路
1 23.0 2,315.0 1-2-3-18 
2 23.7 1,143.0 1-4-7-10-18 
3 36.8 640.0 1-8-9-10-18 
4 40.3 401. 0 1-14-15-18 
5 40.4 346.0 1-14-15-16-18 
6 56.0 77.0 1-8-18 
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図2 輸送ネットワークにおける時間・運賃パレート図（鉄網）
（注）：多目的計画問題において目的関数が相競合する場合は，完全最適解は一般には
存在しない。 このように多目的計画問題では， 単一目的関数の最適解と同様に論じ
ることはできない。同一荷主が同程度の好ましさを持つ代替案の中からある船社を
選ぶに当り， ある代替案の1つの目的関数値を改善するためには， 少なくもと他の
1つの目的関数値を改悪せざるを得ないような解としてバレート解が定義される。
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本論では， 競合する数社の船会社について， その輸送サービスの選択要
因，並びに港湾特性，内陸輸送といった要因がどのように意思決定者の挙動
に作用するかについて述べる。
2. 意思決定要因
2-1 船社の選好要因
選択プロセスを理解するために，まず意思決定と，それに影響する要因を
選好度順位なり相対的な重要度を添えて示す必要がある。決定要因を調べる
と，実際上，定量的または定性的に影響を及ぼす潜在的可能性は困惑するほ
ど多く存在する。定量的な要因はなんらかの方法で測定可能であり，客観的
比較ができる。これらの要因をおおまかに 3種類に分類でき，表2に示すよ
うに経路要因，コスト要因ならびにサービス要因の 3要因となる。
荷主が輸送ルートを選択する定性要因としては， 柔軟性と使い勝手の良
さ，船会社のマーケティング努力や人的接触，伝統，ならびに荷主と船会社
の間に発展する協調関係や提携の水準といった主観的な影響力がある。実際
上，定量的要因と定性的要因の区別は曖昧である。何故なら，輸送契約の達
成度に対する荷主の認識が，実際の輸送性能を反映していないことが多いか
表2 船社の選好要因
経 路 11． 積地港が便利だから。
コスト
サー ビス
2. 揚地港が便利だから。
3. 運賃が安いから。
4. サ＿ビスコントラクト (SC)を締結している船社または SCを縮結
している同盟に属しているから。
5. 自社の貨物輸送に関わる業務のほとんどを肩代りしてくれ，物流業
務経費の削減となるか。
6. トランジットタイムが短い。
7. スケジュールが安定しているから。
8. スペースを安定的に確保できるから。
9. トラプルに対する対応体制が優れているから．等。
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らである。自動車輸送と鉄道輸送の比較研究によれば叫 先入観による配達
の遅延は，実際の遅延より造かに大きく，実際と感覚上の遅延の差は，自動
車より鉄道輸送の方がかなり大きいことが明らかにされている。これは既成
の評判と根深い先入観が，実際の輸送機能に大きな影響力をもつことを示し
ている。さらに，関心ある選好要因についても荷主と船会社の感覚に差があ
るという研究もある3)。
コンテナ輸送の観点からは，寄港地と，背後輸送のための物流拠点での荷
扱い機能に関する検討を要する。これらの要因には，滞船料，工場への近接
度，埠頭設備・荷役機械・上屋倉庫などの港湾設備や機能がある。さらに殆
どの場合，港湾をひとたび選択すればコンテナ輸送業者の選択の幅を必然的
に狭め，、この逆も真である。従って，輸送関連要因と港湾関連要因も重要な
検討事項である。
2-2 輸送要因の調査
運輸省と海事産業研究所は，北米定期航路の輸送サービスを利用する主要
荷主32社と船会社15社を対象に「北米定期航路実態調査」4)を昨年行った。
全体の調査のうち，船社を選択する上での種々の要因と，その選好順位を示
すアンケート結果が示されているが，内容の性格上この部分は簡潔に記され
ている。本論文に議論の展開上，有用な図表であるので表3'図3に再録す
る。
図3をもとに選好要因を相対的な重要度の順に並べ替え，表4に示すよう
に「問題にならない」から， 「重要でない」， 「やや重要」， 「かなり重要」，
2) Miklius, W. and K. L. Casavant, Estimated and perceived variability of 
transit time, Transportation Journal, 15, 47-59, 1975. 
3) Jerman, R. E., R E. Anderson and J. A. Constantin, Shipper versus carrier 
perceptions of carrier selection variables, International Journal of Physical 
Distribution and Materials Management, 9, 29-38, 1978. 
4)励海事産業研究所，北米定期航路実態調査・調査報告書，調査シリーズ93-151,
平成5年3月。
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表3 荷主の船社選択の理由4)
ァ．サービス・コントラクト (SC)を締結している。船社または SCを締結して
いる同盟に属している船社だから
イ．運賃が安いから
ゥ．積地港が便利だから
工．揚地港が便利だから
ォ．配船頻度が多いから
ヵ． トランジット。タイムが短いから
キ．スケジュールが安定しているから
ク．スペースを安定的に確保できるから
ヶ．船積みに関する情報 (B/L,運賃， スケジュール，貨物動静）等の情報サービ
スが充実しているから
コ． トラブルが少ないから
サ． トラブルに対する対応体制が優れているから
シ．緊急出庫等の際に無理を聞いてくれるから
ス．従来から利用していて信頼できるから
セ．他の航路での取引実績があるから
ソ．内外のターミナルの体制が充実しているから
夕．船社自営による北米内陸輸送体制が充実しているから
チ．在庫管理・合理化につながるサービス体制が充実しているから
ッ． 日本船社であるから
テ．貿易相手国の船社であるから
ト．自社の貨物輸送に関わる業務のほとんど肩代わりしてくれ，物流業務経費の節
減となるから
ナ．その他
「非常に重要」を経て「致命的に重要」に至る範囲の尺度を付けて示す。
表 4は， 各要因に対しその重要度に相当する選択回数を示す。「きわめて
重要」と「非常に重要」の 2つに入る 6項目は格付けが高く，本調査の回答
全数の 216件の50形を占めており， これらの項目に対する荷主の重要度の大
きさを示している。
引き続く 15個の要因は残りの多数の要因に広く分散している。荷主は，便
数，納期，輸送時間，寄港地，クレームヘの対応などを特に懸念事項として
挙げているように思われる。これらはいずれも，船会社が貨物を迅速かつ信
頼性をもって輸送する能力を異なる側面から表現するものと言える。これら
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【盟外船社】
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運賃が安い
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揚地港が便利
配船頻度が多い
トうソカトクイムが短い
スケジュールが安定
スベー スの安定的確保可
情報サービスが充実
トラプルが少ない
トラプル対応に優れる
無理を聞いてくれる
信頼できる
他の航路での取引関係
ターミナル体制が充実
内陸輸送体制が充実
サーピス体制が充実
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図3 荷主の船社選択の理由4)
の要因を総合すると，荷主企業が船会社に抱く関心ないし懸念は，重要度の
高い順で示すと次のようになろう。
(a) 
(b) 
(c) 
(d) 
(e) 
迅速かつ信頼性のある荷扱い
運賃・料金
必要に応じ追加船腹が利用できる
クレームヘの迅速な対応
船会社との長期的係わり
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表4 荷主船社選好の相対的重要度 ((4)より作成）
「きわめて重要」 件数
スケジュールが安定 21 
SC締結 20 
スペースの安定的確保 20 
「非常に重要」
トラブル対応に優れる 16 
トランジットタイムが短い 16 
運賃が安い 15 
「かなり重要」
貿易相手国の船社 14 
信頼できる 13 
日本船社である 11 
情報サービスが充実 11 
トラブルが少ない 11 
「やや重要」
積地港が便利 ， 
配船頻度が多い ， 
内陸輸送体制が充実 ， 
「重要でない」
ターミナル体制が充実 6 
揚地港が便利 4 
無理を聞いてくれる 4 
「問題にならない」
他航路での取引関係 3 
その他 4 
サービス体制が充実 ゜物流業務経費の節減 ゜
価格が重要な要因であるものの，他のサービス要因の多くが高位を占めて
いることは， 国内の多くの貨物輸送市場で既に観察されているところであ
る5)。定期船輸送の研究によると，価格を最も重要な要因とする場合でも選
択肢を最終的に選ぶ際に，荷主は各種のサービス要因で判断していると述べ
5)輸送経済新聞社，＇ 92現代の物流情報， p.208,平成4年9月。
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ている 6)。運賃は，船会社の選択肢評価の上で重要な要因ではあるが，より
高い選好度を持つサービス要因が代替案の間で互いに同等であるような場合
にだけ，運賃が決定要因となっている。このように船会社の選好において運
賃の重要度は相対的に低下，定性的サービス要が重視される傾向がある。こ
の傾向は，北米向け商品に占める高価格製品の比率増大と，製造業の激しい
競合に対応する物流管理手法の採用によるものであろう。後者の要因は，複
合一貫輸送のみならずジャストインタイムや戦略的在庫管理を促している。
一方では，船会社のサービス体制の充実やマーケティング努力，契約面ま
たはサービスの融通性に関する船社の交渉態勢，さらに船価減少を初めとす
る物流業務経費の節減努力について，荷主企業は船社選択に際し概して無関
心である。
2-3 船社選択の意味
前節で見たように，営業活動に影響を与えるところから，荷主は輸送業界
について深い知識を持っている。しかし，自分の意思決定の方法を広い視野
から見ることをせず，またその分析も行っていない面も多いと見受ける。考
えてみれば，荷主企業は製造業，あるいは商社や小売業者などの流通業であ
るから，本来の業務に専念したいため物流業に専門的に係わる余裕もない。
自社の物流に関して意思決定分析を実施する企業がごく少数にしか見られな
いのも無理からぬことかも知れない。
代わりに荷主の殆どは，輸送業界との長い係わりを通して培った直感的手
法に基づき，複合輸送）レートを選択している。ただ，その選択方法である直
感の中身を定型化して説明するのは難しい。一方，政策担当者は，輸送業界
6) Brooks, M. R., An alternative theoretical approach to the evaluation of 
liner shipping. Part 1. Situational factors. Maritime Policy and Management, 
1, 35-43, 1984. 
Brooks, M. R., An alternative theoretical appoach to the evaluation of 
liner shipping. Part 2. Choice Criteria. Maritime Policy and Management, 
12, 145-155, 1985. 
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を十把一絡で捉えるので，個々の意思決定者に影響する要因を表面的に理解
する傾向がある。この結果，政策担当者は荷主の行為を誤解し，荷主のもつ
動機，優先事項，その意図を十分に理解していないことが多い。
荷主企業の出荷担当者が船社を選択する方法を検討する前に，配送や運航
便数の現状，ならびに実際に発生している意思決定の形を検討してみる価値
がある。これにより，問題にしている選好の仕組みが一層よく見えてくる。
太平洋航路の同盟船を利用する荷主企業を大別すれば，次の 3グループに
なる。
① 同盟船社と SCを締結している荷主
SCを締結している荷主は，比較的長期にわたり特定の船社を利用す
る。
② 欧米船社を利用する荷主
東南アジア発の米国向け高級布地や衣服などのシェアが高い。
③ フォワーダーや利用運送業者を利用する荷主
フォワーダーを利用する荷主は，複合輸送）レート選択の責任を業者へ
うまく委譲している。
上記3つの市場の棲み分けは，ほぽ出来上がっておりサービスの質だけで
は，簡単にシェア向上が見込めない。その意味で，何れのグループも実質的
な選択行為は行わず， 少数のフォワーダーや取扱業者と独立系の荷主だけ
が，船社をサービス要因の比較に基づいて選択していることなる。
このように少数の荷主だけが，いくつかの評価基準に基づいて実際に船社
選択を行っていると言えるが，彼らが行う意思決定の種類を検討するのが次
の段階である。これらの決定は，輸送業界に特有の選好特徴があるのは疑い
のないところである。こうした事業者の選択基準には，①タイムリーな貨物
情報，③事故の連絡と対応，⑧トランジットタイムの遵守，④輸送方法のコ
ンサルティング，⑥賠償能力の向上，海外法規制情報，⑦輸送に関する専門
知織，⑧事故防止の情報，⑥緊急情報の提供などが挙げられる。
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3. 選好プロセスのモデル化
概念モデルの最終段階は，種々の選好への影響事項を集大成して相互作用
の仕組みを明らかにすることである。この点について検討すぺき選好構造が
2つある。戦略レベルでは，評価と選択の段階を色々組合せる方法をとるの
でフローチャートの形で表すと便利である。戦略レベルの前段階には，最終
意思決定に貢献する個々の選好要因の相互作用と，荷主が達成しようとする
目的がある。
相互作用の基本形式には，代償型と非代償型の 2つがある。代償型では輸
送時間等の 1つの要因が優れておれば，運航便数や価格などの他の要因が劣
っていてもトレードオフ（折衷あるいは補償）が可能である。殆どの代償型
モデルの目的は，あらゆる要因の影響を総合して，コストまたは効用を被説
明変数とし，諸要因を説明変数とする 1つの決定方程式をつくる。回帰方程
式を用いる方法などは代償型手法の好例である。
非代償型の手法では，任意の要因の 1つ，例えば運賃がいくら安くても他
のサービス要因と代替できないと考える。その代わり，選択肢を属性対属性
のベースで比較し，許容できる最低水準の存在を探索する。非代償型の手法
には，一対比較法などによる選別法がある。これら 2つの手法の比較研究と
しては， Foerster7)がある。
相互作用型の問題には荷主の目的が深く関係してくる。古典的な経済理論
では，意思決定者の目的は，効用の妥当な尺度で測定した期待成果を最大に
することであるとする。しかし，企業活動に見られる意思決定プロセスを観
察した結果によると，多くの状況下で意思決定者は，最適の解決を求めるこ
とにあまり熱心でなく，自分が満足する解決策に安住している。従って根本
7) Foerster, T. F., Mode choice decision Process models: a comparison of 
compensatory and non-compensatory structures, Transportatiuon Research, 
13A, 17-28, 1979. 
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的に異なる目的が存在し，それらは満足化と最大化の 2つである。
3-1 選好のプロセスの仮説
上述のように輸送サービスを利用するユーザーの意思決定挙動に関して，
いくつかの競合する理論があり，これらの一般的手法については当然多数の
変形や改訂版がある。しかし残念ながら，決定版といえる明確に優れた手法
はまだなくて，それが相変わらず派生的モデルが出てくる理由であろう。さ
らに，代償の型と市場分野の多様性により，たとえ荷主の平均的挙動を説明
するモデルが開発できたとしても，他の分野でも有効である保証はない。コ
ンテナ船輸送で，実際の意思決定と，これらの理論がどのように一致するか
を見るために，太平洋航路の輸送サービスを利用する荷主企業について実証
する必要がある。
太平洋航路の輸送市場は， 日本及びアジア諸港から北米西岸各港に至る間
を大規模かつ競争が激しく，荷主は同盟・非同盟，邦船社・各国船社の大小
複合輸送企業から構成されている。
船社の提供するサービスは，何れの会社もコンテナーもしくは陸送トレー
ラで内陸から運ばれてきた貨物を積載するコンテナ船を利用する。
この調査は，海事産業研究所の調査報告書4)として公表されている。 この
論文では，調査結果に基づき，次のようないくつかの仮説の形で抽出するこ
とができる。
仮説 1:出荷担当者の意思決定は基本的に保守的，かつリスク回避的であ
る。自社の顧客の企業イメージと信用の維持に努める。
仮説2:選好フ゜ロセスは，出荷担当者の知識，経験，理解度の影響を強く
受ける。意思決定は，定まった評価手続きではなくて直感に頼る
ことが多い。
仮説3:意思決定のプロセスは，まず荷主の要求する輸送サービスを提供
できる船社の候補を列挙する。次いで基準に合わない選択肢を排
除してゆく。
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仮説4：荷主が妥協できない輸送サービスの下限（最低の輸送の質）， 並
びに提供されるサービス水準とは独立に荷主が支払う意志のある
運賃・料金の上限がある。この許容範囲内で，運航便数や信頼性
などのサービス要因は運賃より優先する。
仮説5:サービス水準の総合成績で船社を比較する。特定のサービス水準
の高低はあまり重要でない。
仮説6：荷主は，満足な輸送選択肢の中から貨物の全量を一社に委託する
ようなことはせず，複数の会社を平等に利用する策を採る。
仮説7：寄港地の異なる船社を比較する場合，寄港地と港湾機能は船社の
選択肢を全体比較する上で重要な要因になる。港湾の特徴は，荷
主に近いこと，荷役時間，他産業の立地などが重要である。
以上の事柄はある程度の根拠があり，これに照らして意思決定の種々のモ
デルが評価できる。各々の仮説の内容の意味は，概念モデルの開発に際して
順次検討する。
3-2 選好の保守性
最初の 2つの仮説は，生身の人間が船社選択を行う事実に照らしてきわめ
て重要な点である。船社選択のモデル開発では，ほとんどの場合この本質的
な人間性と個性を捨て，客観性と没個性をとる。
モデル説明根拠として，船社の選択は人間の挙動と企業の影響を示す一種
の経済的行動であることを認識する必要がある。換言すれば，人間挙動を理
解する標準モデルとして，挙動 (B)は個性 (P)と外的要因 (E)の関数で
あると言える。北米航路の荷主の調査4)から， 出荷担当者の個性は様々であ
ると察し得るものの，出荷形態と意思決定の点で均一性がかなり高いように
見える。これは，外部要因と，特に企業要因が担当者の挙動に強い影響を与
えることを示している。
出荷担当者の挙動は，輸送の経済性と企業経営と密接な関係がある。一般
的に， 出荷担当者の仕事は， 社内であまり重要視されていない。 この事実
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は，輸送が企業の全体的な経済活動の中で小さな役割しか持たない非生産的
活動であるという誤解に起因している。この結果，輸送や物流の持つ企業貢
献度が過小評価される傾向にあり，失敗した場合に問題にされるだけという
ことが多い。従って，出荷担当者は，生産者と顧客間の円滑な商品の流れを
阻害するような決定をしたがらない。日<,品切れを避けるための大量の在
庫，従来から使っている輸送手段や輸送ルートなどが好まれる結果となる。
こうした企業組織の圧力の結果として，担当者が保守的な意思決定者とな
る傾向を強める〔仮説1〕。その挙動は貨物輸送サービスの購入においてマ
ズローの 5つの基本的欲求概念で説明できる。彼によると，人間の欲求には
順位があり，下位の欲求が満たされて初めて，その上の段階の欲求へと順々
に進んでいくものである。尊敬の欲求もしくは自己実現の欲求のような高位
の欲求は，生理的欲求や安全欲求のような，より基本的なニーズが満たされ
てから初めて考慮されるのである。
Daviesと Gunton8)はこの手法を使い，図 4に示すような貨物輸送にお
けるサービスの購入に関する欲求の階層を開発した。
この理論によると， リスク回避，運賃・料金，利用のし易さ，企業イメー
ジなどの基本的欲求が充足されて，船社の選択肢の客観的評価が開始できる
ことになる。
出荷担当者の知識や経験，輸送業界での個人的接触が，北米向けの複合輸
送市場における船社選択の意思決定プロセスで重要な要因となっている〔仮
説〕。輸送業界との長い係わりを通して得た直感的な選択手法に頼っており，
その選好の仕組みを自ら分析・説明するのは非常に困難であると言よう。荷
主企業の多くが正式の評価プロセスを持たず，手持ちの情報を使って手早く
決めてしまうのが通例であろう。さらに，現状の複合輸送ルートについて，
統計等の客観的な記録をとっている出荷者も少なく，他の複合輸送Jレー トの
8) Davies, G. J. and C. E. Gunton, The buying of freight services: the im-
plications for marketers, The Quarterly Review of Marketing, 8 (3), 1-10, 
1983. 
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利用のし易さ
運賃・料金
リスク回避
図4 貨物輸送におけるサービス購入の欲求階層
客観的情報を所有する例も少ない。ただ，近年 JIFFAなどで定期的にフォ
ワーダーの実績などを報じている 9)。
これらを総合すると，実績より個性と勘を依存する度合が高いと言える。
3-3 要因のフィルター
残りの仮説は，意思決定フ゜ロセスの構造についての手がかりを提供してお
り，特に，一連のフィルターの利用を指向している。
荷主は，意思決定の初期段階で非代償型の技術フィルター〔仮説3〕を適
用している。まず，どの船社が荷主の欲するサービスを提供できるかを決め
ることからスタートする。これは自明のように見えるが，重要な意味を含ん
でいる。それは，現在のサービス水準に基づいて船社を排除することにな
る。荷主は自己の市場知識に基づき，つまり自社の輸送対象貨物が船社の要
求する輸送形態や荷姿に適合するかという輸送実績を持たない船社は排除さ
れるということになる。荷主は船積経験のない船社の利用を避けたいのは明
らかで，荷主企業の計画期間は短かく，基本的にリスク回避的であることを
反映している。
現在，欲しい輸送サービスが得られない船社は排除されるとするこの原理
9)日本インターナショナルフレイトフォワーダーズ協会 (JIFFA)，国際複合輸送実
績や，航空貨物運送協会 (JAFA)の国際混載貨物輸送実績がある。
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は，長期契約向きでない輸送業務に当てはまる。長期契約の場合は，荷主は
むしろ異なる規則や基準を適用するからで，荷主は広い範囲の選択肢を検討
し，新しい代替案を受け入れやすい。
仮説3の別の意義は，意思決定プロセスで一対比較を繰り返し，選択肢の
数を段階に減らしていく。選択プロセス全体を通じて利用可能な輸送肢を全
ての評価が済むまでを残しておくやり方は，ューザーの意思決定の実際手続
きには見られないのでここでは採用しない。これは，殆ど荷主が正式な評価
プロセスを持たない〔仮説2〕ことから納得されよう。直感に頼るならば多
数の選択肢を列挙するのは非常に困難であろう。荷主が，手続きの煩雑さを
避けるために選抜方式を採るのはやむを得ないところである。
仮説4は，低位の選択肢を排除する方法の 1つである。荷主が，サービス
の質の下限と支払い運賃の上限を念頭におきつつ輸送サービスを選択してい
る点は多くの人が認めるところであろう。この原理は，輸送選択肢の合格・
不合格を区別する非代償型の選択手段となっている。 この意思決定段階で
は，会社同士を比較するのではなく，一組の輸送サービス要因のしきい値を
比較するだけで足りる。これらのしきい値は絶対的なものでなく，荷主企業
の要求条件と市場で提供されるサービス水準に応じて意思決定すればよい。
このような挙動は，荷主の意思決定においてリスク回避型の特徴を示し，欲
求階層の項で述べたとおりである。
輸送サービスの下限と運賃水準の上限を満足すれば，次に荷主は異なる手
法を採用するものと推定される。仮説5は，輸送サービスと運賃に関し一定
水準を満たす船社を比較する場合，出荷担当者は代償型の選好基準に切り替
える。これは，あらかじめ選択肢をふるい分けるために非代償型のフィルタ
ーを用いたのと対照をなしている。
荷主は，輸送の選択肢の比較を輸送サービス水準を総合的に判断しつつ行
っているが，この比較尺度の構造について実質的な研究・洞察はない。意思
決定はいわば勘による場合が圧倒的に多く〔仮説2〕， 選択要因間のトレー
ドオフの詳細は，貨物の種類と出荷担当者次第である。荷主が，船社の選択
132(364) 
?
38 巻 第3•4 号合併号
をコスト比較だけで行っていないことはまず確かであると言ってよかろう。
顧客サービス要素の相対的重要度をランク付けする方法としては一対比
較方法などによりトレードオフによる代償型の選択肢を選ぶ方法が知られ
る10)。図 5において，荷主はある貨物に対し①で表わされる輸送サービスを
第1位に選ぶが，同じ荷主が別の貨物に対し⑥や③を選好の高い順位に挙げ
るかも知れない。
選好に際して一貫して高順位を占める要因は，運航便数，運賃・料金， JIT
配送の評判，輸送時間ならびに荷主のクレームに対する迅速な対応である。
これは荷主が，少なくともサービスの直接費と同等に，
心を持つことを示唆するものである（仮説4〕。事実，
は，貨物が定刻に損傷なしで確実に到着するならば，
を支払うことにやぶさかでないと答えるだろう。
サービス品質にも関
大部分の出荷担当者
より高めの運賃。料金
選好過程においてコストが重要な要因であることは疑いないが，現在多く
出荷担当者のモデルで主張されているよりはその役割は微妙と言えよう。
は，市場占有率の減少，荷主の信頼失墜，商機の消失などの間接的ではある
が長期にわたりじわじわ影響を及ぼすコストに大きな懸念を抱いている。荷
主も， こうした損失を金額的に把握するまでには至っていないが， サービス
き間
運賃
71 
?????75 
97 
115 
133 
140 
30 40 52 54 60 82時間
⑥ 
技術的に存
図5 パレート最適解による意思決定
10)阿保栄司，物流サー ビスの戦略的展開， p.50-53,白桃書房， 1990.3. 
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の質を強調することでこのボディープロー的悪影響を定性的に表明してい
る。注目すべきは，北米向けの複合輸送コストは代表例で言えば商品価額の
2~4彩であるが，商品によっては0.5彩に過ぎない。製品の売上高が依然
として企業の最大関心事であるという事実である。この際，わずかの品切れ
が荷主にもたらす潜在的不利益が，小幅の運賃値上げによる支払い増と引き
換えにできない程の金額になることが多いのを認識すべきであろう。
3-4 一社への全面委託
いくつかの船社に分け，貨物を輸送するのが好ましいかどうかについて意
見を求めても荷主の答えは必ずしも一定しない。実際のところ，船社の起用
に当たっては数社に分割するのが通例のようで，そうでなくても機会があれ
ば分割したいと考えている〔仮説6〕。 この複数の輸送業者ないしは輸送）レ
ートを肯定するには，少なくとも 2つの動機があるといえる。まず，荷主は
船社間の競争を維持し育成しようとする。荷主としては，満足のゆくサービ
スを平等に起用することで，船社の競合を促し，また少なくとも若干の貨物
を新規サービスヘの契約に振り向け，参入を促進しようとする。荷主の目的
は，市場競争によりサービス水準を向上させ，運賃を下げようとする意図で
ある。第2の動機は，一社だけに貨物の全量を委託しないで，絶えずいくつ
かの船社に運送委託する狙いである。図 3または表4で「無理を聞いてくれ
る」 (4件）がこの辺の事情を物語るのではなかろうか。定期的に複数船社
ないし輸送）レートを利用することで，荷主は自社の存在意義と，船社との情
報パイプの維持にも益するのである。
この結果として，荷主は2種類の出荷貨物を仕立てる。主要な船社数社に
貨物を配分し運送委託する「複数業者の分割出荷」部分と，残りの貨物を荷
主の選好に従って船社に委託する「自由裁量」部分の 2つである。これは．
北米航路の荷主は通常，出荷貨物のほとんどを最も好ましいと判断する船社
に運送委託するが，都合よくスペースが取れない場合に，選好順位の低い船
社を利用して輸送スペースを確保している実状を説明する。この挙動は，在
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来の「一手販売型」の選択モデルでは扱うことができなかったリスク管理の
一方策となっている。数理計画モデルではしばしば一手販売型選択を解とし
て与えるが，確率論的選択モデルでは少量貨物を多くの選択肢に割り振る傾
向がある。しかし，後者の解もリスク分散を意図した選択ではなくて全体比
率を重視した結果となっているに過ぎない。
4. 選択プロセスの概念の枠組み
荷主企業の選好を表現する本モデルは特定の 1社を支持する解になってい
ない。考慮される要素には，経済的ならびに技術的なモデル要素，代償型と
非代償型の意思決定要素，条件満足の下での効用最大化が含まれる。このよ
うに船社の選択は，従来の選好理論よりかなり複合的な選好プロセスとなる
ことを予想させる。
これは，各段階で特性の異なる選好プロセスを経て，荷主の選好モデルが
構成される多段階選好プロセスである。 この船社の選好プロセスの枠組み
は，図 6に要約される。
この枠組みの基本は，船社の選択は多段階のプロセスとして行われ，輸送
の選択肢を段階的に排除することができるという仮定に基づいている。第一
段階で，必要とする輸送条件に合致しない輸送サービスをふるい落とす。こ
の段階は，恐らく他の選好方式でも不可欠と考えられるが，手順としては簡
単である。即ち，物理的，技術的あるいは契約的な諸制約条件を，全ての船
社のサービス特性と比較して実行可能な選択肢を列挙する。例えば，ある船
社では，コンテナに収納できないプラントや舟艇などの大型プレークバルク
貨物を搭載する設備を保有しないためにコンテナ船による輸送を断るかも知
れない。あるいは，納期に間に合う曜日に出帆する船社がないこともある。
特定の船社がその要求に合わなければ，その輸送サービスは当該荷主にとっ
て除外されることになる。
この段階で，実行可能な選択肢が 1つだけということもある。大手荷主は
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図6 船会社選好プロセス概念
直接船社と SCを結ぶことが多く，輸送サービスの購入は「常連」 グルー
プとなって，実行可能な選択肢は 1つだけになる。この場合，選好プロセス
は第一段階だけで足りる。実行可能な選択肢が複数個あれば，選好プロセス
は次の段階に進む。
次の段階では，満足なサービス水準に達しない実行可能な選択肢を全てふ
るいにかける。このフィルターは，意思決定者の保守性と欲求階層の所産と
言える。この目的は，フィルクーで生き残った選択肢が全て輸送条件に合格
し，荷主もしくは個々の出荷担当者が凡ミスなどによる重大な失策を問われ
ないことが保証される。この段階でトレードオフ（補償的選択）を全く行わ
ないとすれば，どの輸送選択肢も輸送サービスの下限を満たし，支払い得る
運賃・料金の上限基準内にあるはずである。これらのしきい値は絶対的な基
準ではないが，様々な船社が提供する輸送サービス水準に照らして設定され
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ることになる。荷主企業にすれば願っても実現できない輸送サービスを要求
しても当面，仕方がない。
上記で得られた選択肢から，荷主は主要な船社数社に貨物を配分する「複
数業者への分割」部分と，残りの貨物を荷主の「自由裁量」で選ぶ部分から
成る 2種類の貨物に選別する。
5. 結論
一般的に言って，荷主が輸送サービスを選ぶ基準は多目標の性質を持つと
されるが，その選択の仕組みはよく分かっていない。選択の属性を，例えば
コストだけに限ってしまうのは不可能でないにしても現実的でなく，誰もそ
のような単一基準に従っていないのが通例である。
元来，荷主は意思決定に保守的であり，サービスの質を重視する性質があ
る。本論文では，荷主が代替的な輸送サービスを選択可能な場合，優劣を併
せ持つ複数のサービスの中から優先順位を見いだし意思決定に至る仕組みを
理解する試みを行った。また，コンテナ船による輸送サービスを利用する荷
主の船社選択メカニズムとして， リスク回避型の多段階意志決定プロセスの
枠組みを提案した。
